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の 2 つの側面から扱った研究がある。原価管理では、物流における ABC 原価計算の有
効性(西沢 脩 2003)について述べた研究がある。物流における管理会計の研究(西沢 
脩 2003)では、物流業務の原価計算に ABC の適応を提言しており、そのことにより物
流のコストが様々な視点から把握できるメリットを述べている。また、利益管理では、
物流部門における管理会計上の責任範囲を変更することにより、利益の管理を明確化













また、仮説の生成には、質的研究法のひとつである SCQRM(西條 剛央 2005)をメタ
研究法として採用し、実際のデータのコーティングには修正版グランデッド・セオリ
ー・アプローチ(木下 康仁 1999)を使用していく。SCQRM や修正版グランデッド・セ
オリー・アプローチは、主に医療や臨床心理などの分野で数多くの実績を持つ質的研
究法である。しかし、「構造構成的組織行動論の構想--人はなぜ不合理な行動をするの





































 （出所）日本通信販売協会 (2013). 2012年度通販市場売上高調査, p.1.  

















参照)である「在庫サービス」「輸送」「在庫管理」「受注処理」(唐沢 豊 2000 ,p.74.)
と、物流の支援活動(図表 3参照)である「倉庫」「荷役」「保護包装設計」「情報の維持」
(唐沢 豊 2000 ,p.75.)とする。また、物流の供給連鎖(図表 4 参照)においては、「内

































































































1 つは物流・運輸業界が抱える構造的な問題、そして 2 つ目は物流・運輸企業の収益
性の低さについてである。 
始めに、物流・運輸業界が抱える構造的な問題について考えいく。物流・運輸業界


















































































































（出所）全日本トラック協会.(2011). 経営分析報告書平成 23年度決算版 全日本トラック協会. p.1. 
http://www.jta.or.jp/keieikaizen/keiei/keiei_bunseki/img/H23_keieibunseki_gaiyo.pdf 
 経済産業省. (2013). 物流コスト低減と物流事業について 新しい総合物流施策大綱の策定に
 向けた有識者検討委員会（第３回）配付資料, p.10. 
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoryu/butsuryu_shisaku/pdf/003_05_02.pdf 
年度 営業利益率  年度 営業利益率 
1994 1.4  2004 0.3 
1995 0.9  2005 0.2 
1996 1.0  2006 0.1 
1997 0.3  2007 -0.4 
1998 0.2  2008 -1.3 
1999 0.8  2009 -0.4 
2000 0.1  2010 -0.7 
2001 0.0  2011 -0.4 
2002 -0.1  2012 -0.7 
2003 0.2  2013 -1.0 
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ガソリンスタンドにおける軽油の価格を比較しても、平成 15 年度の 70.5 円から平






（出所）全日本トラック協会. (2011). トラック輸送産業の現状と課題 全日本トラック協会. p.72. 













年度/種別 特積 一般 霊柩 特定 計 
1985 337 33,201 1,342 1,714 36,594 
1986 336 33,841 1,334 1,751 37,262 
1987 332 34,471 1,314 1,816 37,933 
1988 329 35,168 1,364 1,860 38,721 
1989 325 35,888 1,405 1,937 39,555 
1990 297 36,485 1,434 1,856 40,072 
1991 292 37,387 1,465 1,909 41,053 
1992 290 38,569 1,414 2,035 42,308 
1993 287 39,627 1,369 2,167 43,450 
1994 286 41,047 1,312 2,370 45,015 
1995 285 42,501 1,246 2,606 46,638 
1996 279 44,299 1,191 2,860 48,629 
1997 279 45,959 1,162 3,081 50,481 
1998 276 47,437 1,114 3,292 52,119 
1999 275 49,148 1,106 3,490 54,019 
2000 272 50,401 1,099 3,655 55,427 
2001 268 51,732 1,076 3,795 56,871 
2002 276 52,948 1,070 3,852 58,146 
2003 280 54,224 994 4,031 59,529 
2004 283 55,678 940 4,140 61,041 
2005 279 56,695 871 4,211 62,056 
2006 282 57,167 806 4,312 62,567 
2007 292 57,672 761 4,397 63,122 
2008 300 57,457 711 4,424 62,892 
2009 299 57,276 657 4,480 62,712 
構成比(%) 0.5 91.3 7.1 1.0 100.0 
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一般区域事業者数で 1985年と 2009年を比較してみると、この 25年で 173％増加し
たことが分かる。この事業者数の増加を後押ししているのが、物流・運輸業界におけ
る規制緩和である。その規制緩和の内容について国立国会図書館調査及び立法考査局 













運  賃 
運賃を認可制から事前届出制へ 1990年 
運賃を事後届出制へ（30日以内） 2003年 
（出所）国立国会図書館調査及び立法考査局. (2009). 経済分野における規制改革の影響と対策 国立




から許可制に緩和された。そこで、1990 年から 1995 年の一般貨物事業者数を見てみ



























いる」(柴田 悦子 2000, p.77.)と指摘している。そこから生じる問題として、柴田
(2000)は「資本金 1 億円以上の大手業者は、同業零細業者を下請化して低コスト輸送
を行う一方で、トラックターミナルの充実、情報ネットワークの活用等で有利な条件











図表11：規模別トラック運送事業者数（平成 22年 3月末現在） 








































































































































































































































会計機構としての一般会計システムに組み込まれた原価計算」(片岡 洋一 2007, 
p.6.)である。特殊原価調査とは、「原価計算制度外での種々の経営意思決定に用いら
れる原価分析技法一般」(片岡 洋一 2007, p6)である。また、原価計算の目的は、「財
務会計目的(製品、仕掛品等の棚卸資産と売上原価の決定)と管理会計目的(予算管理、


























利益センター （プロフィットセンター） ： このセンターは、利益に対して責任を
持っている組織単位である。すなわち、原価(費用)に対して責任を持つと同時に、そ
れに対応する収益に対しても責任を持つ責任単位である。 





































































































その切り詰めを図るだけでは不十分である」(西沢 脩 2003, p.10.)と物流部門におけ
るコスト管理の問題点を指摘している。その上で、「物流利益を計上し、利益責任を追
及することが利益管理への近道となる」(西沢 脩 2003, p.10.)とその解決に向けた道
筋を述べている。この方法として、「物流部門が製造・販売部門に物流サービスを提供
した時は、社内物流料金により物流部門に社内物流収益を計上するとともに、製造・
販売部門に社内物流費を計上することが肝要である」(西沢 脩 2003, p.10.)と指摘し
ている。また、物流部門における原価計算に対しては、ABC(Activity-Based Costing:
活動基準原価計算)を活用することが有効であるとしている。その理由について西沢
(2003)は、「物流 ABC では、輸送や保管等の物流機能(PD function)をいつくかの活動
に細分し、各活動に要する物流コストを原価作用因によって各製品に割り当てる方式
が取られる。このため、物流の環境や条件に即応した真の物流コストや物流実態が判
明するようになる」(西沢 脩 2003, p.26.)と述べている。また、物流における ABCの
有効性について中田(2007)は、「製品や品種および荷姿別に、また活動単位ごとにコス
ト(発生原価)が明らかとなる。この活動単位ごとのコストが把握できれば、作業量や
作業内容などの作業実態に合った物流コストが把握できる」(中田 信哉 2007, 第 6章, 








初めに伝統的な原価計算について西山(2009)をもとに述べる。(西山 茂 2009, 













（出所）西山 茂, (2009). 戦略管理会計 (改訂 2版 ed.). 東京: ダイヤモンド社. p.135. を参考に筆
者が作成  
製造間接費 
【 費目別 】 間接材料費 間接労務費 
部門 A 【 部門別 】 
製品 1 製品 2 【 製品別 】 





































製造間接費 【 経済的資源 】 
活動 A 活動 B 活動 C 【 活動センター 】 
製品 1 製品 2 製品 3 【 原価計算対象 】 
第六項 ABC(Active-Based Costing:活動基準原価計算) 
次に、ABC(Active-Based Costing：活動基準原価計算)について説明する。ABC は、





略に活用すること」(桜井 通晴 2000, p.24.)である。そしてその特徴は「活動を基本
的な原価集計の単位とし、活動に集められた原価を原価計算対象(製品)がどれだけ消
費したかによって、製品に割り当てる計算法」(浜田 和樹 2011, p.194.)である。そ
して「原価計算対象が活動を消費し、活動が資源を消費する」(武脇ほか 2008, 第 10
章, 青木 章道, p.251～252.)という ABCの前提がある。 
次に実際の ABC の計算手続きについて桜井(2000)、浜田(2011)、西山(2009)をもと
に筆者がまとめたものを記述する。(桜井 通晴 2000, p.24～65.)(浜田 和樹 2011, 
p.194～197.)(西山 茂 2009, p.137～139.) ABCでの実際の計算手続きでは、経済的
資源である製造間接費から原価計算の対象である各製品へと配賦される過程に、2 段












（出所）桜井 通晴. (2000). Abc の基礎とケーススタディ : Abcからバランスト・スコアカードへの展















（出所）桜井 通晴. (2000). Abc の基礎とケーススタディ : Abcからバランスト・スコアカードへの展
開. 東京: 東洋経済新報社. p.45. を参考に筆者が作成  

















































あれば、その活動ドライバーは「 段取回数 」となる。また「 製品設計 」であれば、








活動レベル 活動の種類 活動ドライバー 
単位レベル 




（出所）武脇 誠, 森口 毅, 青木 章, & 平井 裕. (2008). 管理会計 新世社; サイエンス社 (発売). 





活動レベル 活動の種類 活動ドライバー 
バッチレベル 

















（出所）武脇 誠, 森口 毅, 青木 章, & 平井 裕. (2008). 管理会計 新世社; サイエンス社 (発売). 



















（出所）武脇 誠, 森口 毅, 青木 章, & 平井 裕. (2008). 管理会計 新世社; サイエンス社 (発売). 
p.252. を参考に筆者が作成  
 
 




(武脇ほか 2008, 第 10 章, 青木 章道, p.258.)であり、その目的は、「活動やプロセ
































製造間接費 【 経済的資源 】 
機械運転 段取作業 製品設計 【 活動センター 】 















ここで、ABC と ABM の本質的な相違点を見ておきたい。この両者の相違は、「ABC が
製品原価算定目的の測定の視点(measurement view)に立脚するのに対して、ABM は原
価管理目的のプロセスの視点(process view)に立脚する」(桜井 通晴 2000, p.28.)
点である。その役割の違いは、ABC が原価情報の把握から製品戦略やリストラクチャ








（出所）桜井 通晴. (2000). Abc の基礎とケーススタディ : Abcからバランスト・スコアカードへの展







資  源 

























もとに述べる。(桜井 通晴 2000, p.36.)(浜田 和樹 2011, p.200～202.)(武脇ほか 
2008, 第 10 章, 青木 章道, p.260～261.) ABM での実際の作業は 4 つのステップで
行われる。第 1 に改善への機会の発見、第 2 にムダの要因の探索、第 3 は収益改善と
顧客へのサービスに貢献する活動の測定、そして最後のステップは、原価低減活動の



























第八項 ABB(Activity-Based Budgetting:活動基準予算管理) 
次に、ABC を活用した予算管理である ABB について、その定義と目的について浜田





算編成の手順は、「 製品・活動 ⇒ 活動ドライバー⇒ 活動原価 ⇒資源ドライバー ⇒ 
資源原価 」の順で行い、ABC の計算手続きの逆の手順を採る。また、ABB の予算編成
のステップは、次の 4段階となる。 
まず、第 1 ステップである。第 1 ステップは、目標とすべき顧客、製品組合せ、売
上高の目標を決定することで、次年度どのような活動が必要になるか予測することで




細な予算を編成する。そして最後に第 4 ステップである。第 4 ステップでは、活動ご
との予算を必要なレベルに総合化して、全体予算を編成する。 
























































利益責任まで委譲される」と述べている。(武脇ほか 2008, 第 5 章, 森口 毅彦, 
p.107.) 
最後に、西山(2009)をもとに、事業部制による損益計算書について図表 19の事業部















（出所）西山 茂. (2009). 戦略管理会計 (改訂 2 版 ed.). 東京: ダイヤモンド社. p.216. を
参考に筆者が作成  
項目 評価対象 
A 売上  
B 変動費  
C 限界利益 (A-B) 現場業績 
D 管理可能費  
E 管理可能利益 (C-D) 事業部長業績 
F 部門固有管理不能費  
G 貢献利益 (E-F) 事業部業績 
H 共通本社費  









































ウンデッド・セオリー・アプローチは 4 つのタイプに分類されることが多い。1 つ目
































点が挙げられる(木下 康仁 2003, p.30.) 
1. 現実との適合性 (fitness) 
・ 研究対象とする具体的領域や場面における日常的現実に可能な限
りあてはまらなくてはならない 
























7つの主要特性が挙げられる。(木下 康仁 2003, p.44.)  













































ている。これにより coding & retrieval と grounded on data はもっとも徹底した形























































双方を柔軟に追求可能な枠組み」(西條 剛央 2007a, p.51.）である。これは、「発展































えて、研究の目的を確認する」(西條 剛央 2007b, p.61.)とし、数の大小に関わらず
研究目的によってその数が決まるとしている。このように、もとの研究方法に対して
も、「①研究実施上の制約と、②研究目的を踏まえつつ、どこを、なぜ修正したのか理






して、それを達成できている状態」(西條 剛央 2007a, p.231.)であり、「理論の完成

























































 ・物流企業  ・売上高：約 900 億円（2013 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：営業本部 執行役員 部長 
 
O 社 
 ・製造業 物流部門  ・売上高：約 1,900 億円（2012 年 3 月）  









 ・車メーカー 物流部門 ・売上高：約 9 兆 6,300 億円(2012 年 3 月) 
 ・インタビュー対応者：SCM 本部 主管 
 
E 社 
 ・物流企業  ・売上高：非公開  
 ・インタビュー対応者：通販物流事業本部 部長 
 
A 社 
 ・飲料メーカー 物流部門 ・売上高：約 1 兆 5,800 億円(2012 年 3 月)  
 ・インタビュー対応者：経営企画本部 部長 
 
Y 社 
 ・製造業 物流部門  ・売上高：約 3,100 億円(2013 年 3 月)  
 ・インタビュー対応者：生産本部 部長 
 
M 社 
 ・倉庫業 物流部門  ・売上高：約 1,500 億円(2013 年 3 月)  
 ・インタビュー対応者：事業統括部門 部長 
 
T 社 
 ・玩具メーカー 物流部門  ・売上高：約 1,800 億円  



















































































 ・物流企業  ・売上高：約 900 億円（2013 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：営業本部 執行役員 部長 
 
O 社 
 ・製造業 物流部門  ・売上高：約 1,900 億円（2012 年 3 月）  
 ・インタビュー対応者：物流企画室 室長 
 
C 社 




















する」(木下 康仁 1999, p.196.)と述べており、本研究と合致しない点がある。そこ
で本研究は、SCQRM(西條 剛央 2005)をメタ研究法として採用した。SCQRMにおいては、
事例数について「具体例がどれだけ必要かは、研究者の関心(研究目的)と相関的に決





















































































(出所) 木下 康仁. (2003). グラウンデッド・セオリー・アプローチの実践: 質的研究への誘
い. 東京: 弘文堂. p.188. を参考に筆者が作成  
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が 1 つ改善しても、それによって他の部署が 2 つマイナスになるのであれば、差し引
きマイナス 1となるからである。 
 




























第九項 分析結果 モデルの生成 











































































































































































































の流れを述べている。さらに、2003 年度における物流 2 法(貨物自動車運送事業法・
貨物運送取扱事業法)が改定されてからは、運賃届出時における原価計算書の添付が廃











（出所）水谷, 淳. (2003). 運輸事業の規制緩和と経済厚生--道路貨物輸送事業を対象として. 



























（出所）国土交通省自動車局貨物課. (2013). トラック輸送の実態に関する調査 調査報告書. 

























































A 売上  
B 変動費  
C 限界利益 (A-B) 現場業績 
D 管理可能費  
E 管理可能利益 (C-D) 事業部長業績 
F 部門固有管理不能費  
G 貢献利益 (E-F) 事業部業績 
H 共通本社費  
I 純利益 (G-H) 全社業績 

























標準原価の算出方法には、上記で述べた理由により ABC を使用する。ABC を使用する
ことにより、西沢(2003)は、「ABCにより物流コストの実態が明示されれば、そのうち
顧客に不必要な非付加価値活動を探知することが可能となる。このような活動を発見



















社内振替価格 =  
  実際の出荷金額 × (標準物流原価 / 標準出荷金額 × 100) 
 

















社内振替価格 =  
 実際の出荷金額 ×  
    (標準物流原価 ＋ 標準管理可能費 ＋ 標準部門固有管理不能費 ＋  









第七項 損益計算書の作成手順 変動費 
次に変動費の計上である。物流センターにおける変動費の定義については、「物流変
動費は、物流操業度の増減に比例して増減する物流コスト」(西沢 脩 2003)（P75）を
使用する。物流変動費の具体的な例を図表 26 に示す。 
 
図表26：物流変動費の具体例 















変動車両費 ・燃料費、油脂費 ・消耗品費 ・道路使用料 
（出所）西沢 脩. (2003). 物流活動の会計と管理: 物流の abc から scm まで. 東京: 白桃書房.  














第八項 損益計算書の作成手順 管理可能費 
次に管理可能費の計上である。この項目は固定費の計上が主になる。そこで、物流
センターにおける固定費は、「物流固定費は、物流操業度が増減しても、それにかかわ























（出所）西沢 脩. (2003). 物流活動の会計と管理: 物流の abcから scmまで. 東京: 白桃書房.  


























































   (自動倉庫、デジタルピッキングなどの減価償却分) 
・保険料(建屋、マテハンなど) 
・固定資産税(土地、建屋など) 
（出所）西沢 脩. (2003). 物流活動の会計と管理: 物流の abcから scmまで. 東京: 白桃書房.  


































図表29：物流センターにおける損益計算書の具体例   
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部門 費目 内容 金額 売上対比 





人件費(社員)   
人件費(パート)   
水道光熱費   
消耗品費   
事務用品費   
輸送 
人件費(運転手、助手)   
人件費(パート)   
燃料費、油脂費   
消耗品費   
道路使用料   





人件費(社員)   
人件費(パート)   
マテハン機器(低額)   
輸送 
人件費(運転手、助手)   
車両費   
車両修繕費   






物流センター施設費   
マテハン機器(高額)   
保険料   
固定資産税   
貢献利益   
  本社共通費   
純利益   
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各 利 益 











































しなければならい」(IMDインターナショナル 1999, 第 1章, Lynda Gratton, p.33.)
とも指摘している。以上のことから、IMD インターナショナル(1999)は効果的な業績






















































































































































































































ABC における最近の研究では、ABC の進化した形として TDABC(time driven 
activity-based costing)が提唱されている。Kaplan ほか(2011)は、「TDABC では、ア
クティビティを定義する段階を省略し、したがって部門費を部門が遂行するいくつか














スト・プールとして、因果関係に基づく原価割り当てを行う」(武脇ほか 2008, 第 10
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